
地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使途

１　地方消費税（交付金）引上げ分（社会保障財源化分）歳入決算額 726,150 千円

２　社会保障施策に要する経費 千円　※１

３　２の経費の内、一般財源充当額 6,101,924 千円

726,150 千円

【社会保障施策に要する経費とその財源内訳】 （単位：千円）

国・県
支出金

市　債 その他

地方消費税
（交付金）引
上げ分
（社会保障財
源化分）

その他

生活保護 1,464,959 1,092,633 0 15,691 42,441 314,194

児童母子福祉
（児童手当、私立保育所、子ども医療等）

5,154,315 2,966,386 0 346,506 219,136 1,622,287

障がい者高齢福祉 2,307,396 1,537,090 0 8,909 90,609 670,788

社会福祉 297,617 241,447 0 0 6,685 49,485

小　　　計 9,224,287 5,837,556 0 371,106 358,871 2,656,754

国民健康保険（一般会計繰出金） 628,692 458,226 0 0 20,286 150,180

介護保険（一般会計繰出金等） 1,182,216 10,804 0 0 139,402 1,032,010

後期高齢者医療（一般会計繰出金） 1,247,411 146,565 0 0 131,004 969,842

小　　　計 3,058,319 615,595 0 0 290,692 2,152,032

保健衛生（母子保健） 116,453 2,165 0 129 13,585 100,574

予防健康（予防接種、健康診断等） 583,915 1,452 0 53,047 63,002 466,414

小　　　計 700,368 3,617 0 53,176 76,587 566,988

12,982,974 6,456,768 0 424,282 726,150 5,375,774

※１

※２

12,982,974

消費税法第１条第２項に規定する経費その他社会保障施策（社会福祉、社
会保険及び保険衛生に関する施策をいう。）に要する経費　※２

４　３の一般財源充当額の内、地方消費税交付金引上げ分（社会保障財源化分）
　　充当額

事　　業　　名 経　費

財源内訳

特定財源 一般財源

社会
福祉

社会
保険

保健
衛生

合　　　　　計

前頁の「社会保障関係費の推移」の総事業費H２９決算の額15,030,102千円と上の表の経費の合計
12,982,974千円が異なるのは、 地方消費税（交付金）引上げ分（社会保障財源化分）は、事務職員の人件費
や事務費に充てることができないこと、また各施設の管理費、高齢者交通費助成等を除いているためです。

地方消費税収（引上げ分）については、地方税法第７２条の１１６において、消費税法第１条第２項に規定する社
会保障４経費（制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施
策に要する経費）を含む社会保障施策（社会保障４経費に予防接種、健康診断、障がい者サービスを加える）
に充てることとされています。


